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総務省届出済

神戸市３号 

 

  第１３回 神戸市内景況・雇用動向調査票 （平成 23 年 7月調査）  
 

神戸市産業振興局

（はじめに）この調査は、貴社の景況や雇用動向等がどのように変化しているかを、四半期ごとに把握す

ることを目的としています。おたずねする各四半期の状況については、直前の期と比較してどう変化した

かをご回答ください。 
 

Ⅰ.景況雇用動向についておたずねします。 

問１．該当する箇所に○印をご記入ください。 
 平成 23 年 1～3月期 

（実 績） 

平成 23 年 4～6月期 

（実 績） 

平成 23 年 7～9月期 

（予 想） 

平成 23 年 10～12 月期

（予 想） 

(1)市内の景気 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(2)自社業況(※季節変動を

含めずにご回答ください。) 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(3)生産・売上 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (3)｢生産･売上」で 

1 か 3 を回答の方へ 

  

(3-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．一般的需要要因 2．季節的需要要因 3．在庫調整要因 4．生産能力要因 

5．その他（                             ） 

(4)経常利益 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (4)「経常利益」で 

1 か 3 を回答の方へ 

  

(4-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．販売数量要因 

5．金融費用要因 

2．販売価格要因 

6．その他（ 

3．人件費要因 4．原材料費要因 

  ） 

(5)製品・商品在庫量（※） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(6)仕入れ単価    （※） 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(7)製品・加工単価、販売単価 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(8)生産設備（※製造業の方のみ） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(9)設備投資 1 した   2 していない 1した  2 していない 1する   2 予定なし 1 する   2 予定なし

 
 (9)「設備投資」で 

1 したと回答の方へ 

  

(9-1)投資目的 1．受注需要増対応 

5．公害・安全対策 

2．合理化・省力化 

6．労働環境改善 

3．研究開発 

7．その他（  

4．維持・補修 

        ） （○はいくつでも） 

(10)資金繰り 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化

(11)雇用人員 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足

(12)所定外労働時間 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

（※）製品・商品を持たない業種の場合は、未記入でお願いします。 

                    裏面もご記入ください。 

 

㊙
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Ⅱ．東日本大震災に関する影響等について、不況・季節変動の影響を除いてご回答ください。 

問２．東日本大震災による被災地(※)に貴社の工場や営業所などの事業拠点はありますか。（１つだけ○） 

  （※この調査において「被災地」に該当する地域は、岩手県、宮城県、福島県、青森県、茨城県、栃木県、千葉県とします。） 

 1.事業拠点あり     2.事業拠点なし 

 

問３．東日本大震災により、売上・生産面へはどのような影響がありましたか。東日本大震災発生前と 

比較して、各時期の当てはまる影響の程度を１つずつお答えください。（不況・季節変動の影響を 

除いてご回答ください） 
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①地震発生～3/20 まで 

(3/11～3/20) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

②3月下旬まで 

(3/21～3/31) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

③4月上旬まで 

(4/1～4/10) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

④4月中旬まで 

(4/11～4/20) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑤4月下旬まで 

(4/21～4/30) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑥5月上旬まで 

(5/1～5/10) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑦5月中旬まで 

(5/11～5/20) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑧5月下旬まで 

(5/21～5/31) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑨6月まで 

(6/1～6/30) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

⑩7月まで 

(7/1～現在) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

 

【問３】について、地震発生から現在のいずれかの時期に１つでも｢減少した」と回答された方にお聞きし

ます。上記の時期で「影響なし」、「増加した」と回答された方は、次頁の【問５】へお進みください。 

 

問４．東日本大震災の影響で、減少となった要因は何ですか。次の該当するものにいくつでも○を記入 

してください。 

 1. 自社事業拠点の被災  2．取引先の被災      3．交通事情の悪化    4．従業員の被災 

 5．停電の影響       6．風評被害・自粛ムード  7．その他（       ） 
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問５．貴社では東日本大震災後、雇用への影響はありましたか。次の該当するものにいくつでも○を 

   記入してください。 

 1．新規採用を抑制   2．非正規社員・職員の採用抑制・雇い止め   3．正規社員・職員の解雇等 

 4．ほとんど影響なし  5．新規採用の増加    6．その他（          ） 

問６．東日本大震災によって、資金繰りの状況に影響はありましたか。（１つだけ○） 

 1．大変厳しくなった     2．多少厳しくなった     3．震災前と変わらない 

 

Ⅲ．東日本大震災の影響により電力不足が懸念され、今夏は節電の協力要請が行われています。

これらを踏まえた節電への取り組みについて、おたずねします。 

問７．貴社では節電対策の協力要請により、平日の９時から 20 時の間でどれぐらいの節電を 

目標としていますか。あてはまるものに１つだけ○を記入してください。 

1．25％以上の節電 

2．20％程度の節電 

3．15％程度の節電 

4．10％程度の節電 

5．5％程度の節電 

6．数値目標は定めていない 

7．新たに節電対策を強化しない  ⇒ 問９をご回答ください 

 

【問７】で「節電対策をする」（1～6を回答）を選択された方にお聞きします。 

問８．貴社ではどのような節電対策を強化していますか。（いくつでも○） 

 1．冷房用機器の運転時間の短縮 

 2．冷房用機器の設定温度の変更 

 3．エレベーターの運転抑制 

 4．照明の使用抑制 

 5．操業日の平日から休日への振替 

 6．工場等における機器稼働時間の変更や機器の使用抑制などの操業形態の調整 

 7．自家発電設備の活用による受電抑制 

 8．夏休みの長期化・分散化 

 9．その他（                   ） 

 

【問７】で「新たに節電対策を強化しない」、「数値目標は定めていない」、「5％程度の節電」、 

「10％程度の節電」のいずれかを選択された方にお聞きします。 

問９．「新たに節電対策を強化しない」もしくは「数値目標は定めていない」、「節電目標を 10％、5％程度」 

とされた理由は何ですか。次の中から該当するものを選んでください。（いくつでも○） 

 1．顧客・取引先への配慮のため  

 2．従業員への負担が増えるため 

 3．コスト増のため 

 4．電力会社が要請する節電の根拠が不明確なため 

 5．電力会社から個別に数値目標の指定・要請があったため 

 6．その他（                    ） 

⇒ 問８をご回答ください 

⇒ 問８と問９をご回答ください 

裏面もご記入ください。
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Ⅳ．事業計画についておたずねします。 

問１０．貴社で直面されている当面の経営上の問題点について、次の中から該当するものを２つまで選び 

回答欄に番号でご記入ください。 

  1．内需の不振   2．輸出の不振     3．為替相場の水準・変動   4．原材料高      5．燃料費高騰 

  6．人件費高騰   7．金利負担増大    8．製品・商品価格安    9．売掛期間長期化  10．求人難 

 11．人材の育成  12．従業者の高齢化  13．資金借入難        14．用地の確保難   15．競争激化 

 16．その他（                    ） 

選択

番号 

  

 

問１１．今後の事業計画についておたずねします。（該当するものに○を付けてください） 

 1．貴社の本社・支社・生産・物流・研究拠点等の事業拠点に関して、拡張・増設（移転含む）を 

ご検討されていますか。（１つだけ○） 

1) 検討している       2) 検討していない → 問 11‐3.へ 
   ↓ 

 2．ご検討されている場合は、どの事業拠点、またどの地域について拡張・増設（移転含む）を 

お考えですか。〔移転の場合は移転先についてご回答ください〕（いくつでも○） 

 ＜事業拠点＞ 1) 本社・支社  2) 工場・生産拠点  3) 倉庫・物流拠点  4) 研究拠点  5) 店舗 

 ＜地 域＞  1) 神戸市内   2) 兵庫県内     3) その他 

 3．神戸市の産業団地や各種優遇制度の情報提供を希望されますか？（１つだけ○） 

   1) 希望する      2) 希望しない 
 
 

◆貴社の業種、資本金について、該当するものを１つずつお選び下さい。 

業種（主なものを１つ選んで番号に○を付けてください。〔 〕内の業種を扱っている場

合は○印を付けてください） 
資本金 

（
製
造
業
） 

1) 食料品･飲料･たばこ･飼料〔うち、洋菓子(  ) 清酒(  )〕 2) 繊維･衣服 

3) 出版・印刷 4) ゴム・皮革製品〔うち、ケミカルシューズ(  )〕 

5) 化学、石油･石炭製品、窯業・土石製品  6) 鉄鋼・金属製品・非鉄金属 

7) 一般機械 8) 電気機械、情報通信機械、精密機械 9) 輸送用機械 

10) その他製造業(                         )    

1. 500 万円未満 

2. 500 万～1,000 万円未満 

3. 1,000 万～3,000 万円未満 

4. 3,000 万～5,000 万円未満 

5. 5,000 万～1億円未満 

6. 1 億～3億円未満 

7．3億～10 億円未満 

8. 10 億円以上 

（
非
製
造
業
）

11) 建設  12) 電気･ガス･熱供給･水道業  13) 情報通信業  14) 運輸業   

15) 卸売  16) 小売  17) 金融・保険業  18) 不動産業  19) 飲食店･宿泊業  

20) 医療･福祉  21) 教育･学習支援業  22) サービス業(他に分類されないもの) 

23) その他非製造業(                        ) 

 

◆貴社の概要およびご記入者名をお書き下さい。 

企業名 
 

 
記入者名 

（所属・役職）

連絡先 

（所属         役職       ）

（     ）      － 
代表者名 

 

 

主な 

事業内容 

 

 

 

貴社全体の 

従業者数（常用・

日雇・ﾊﾟｰﾄ含む）

1. 1～4 人   2. 5～19 人   3. 20～49 人 

4. 50～99 人 5. 100～299 人 6. 300～499 人 

7. 500～999 人  8. 1,000 人以上 

 

ご協力ありがとうございました。 


